部局長とＰＴの議論資料
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	【主要検討事業18】障がい者就労支援関係事業

	部局の考え方


	(1)就労支援関係事業　①企業開拓強化事業　②職場実習強化事業 ③職場定着支援強化事業

	
	PT案：21年度廃止(事業③はH20廃止)


	20年度通年予算見込み額：52百万円

21年度効果見直し額：49百万円

	
	［方針］

　・事業①②については、21年度予算編成に向け商工労働部等と連携し、情報の共有化を図るなど効果的な事業に再編できるよう今後検討。
（事業③はH20年度廃止）

・ハローワークや障がい者就業・生活支援センター事業に集約するのは、その支援実態から困難。
［理由］【障がい者の一般就労の困難性】

　　◎　障がい者の一般就労には、多くの課題がある。

　◎　国機関は、ハローワークなどの職業斡旋が主。
　（障がい者就業・生活支援センターのうち、約80％が在宅障がい者。

　　　⇒就業ワーカー２名、生活ワーカー１名体制での限界。）

［今後の取組]

　　◎昨年度（19年度）の企業開拓の成果は出ており、3ヶ年限定版(20,21年度)

     であり継続したい。

　　◎　商工労働部や教育委員会などの関係部局の連携による、障がい者の実習・雇用情報を共有化など、オール府庁としての効果的な推進議論は直ちに行う。


	
	(2)ＩＴｽﾃｰｼｮﾝ関係事業　④ＩＴステーション運営費　⑤障がい者ＩＴ総合推進事業　

⑥障がい者テレワーク推進事業　⑦障がい者ＩＴ就労支援事業

	
	ＰＴ案：平成２０年８月～全面見直し
	20年度通年予算見込み額：272百万円

21年度効果見直し額：233百万円

	
	［方針］

・　ＩＴステーション関係事業については、障がい者のデジタルデバイドの格差解消並びに在宅就労支援の重要性により、継続実施が必要。

・　但し、企業等への働きかけを一層強化するなど、民間からの受注拡大に努めながら更なる効率化に向け検討をすすめる。

［理由］

　障がい者にとって、ＩＴはコミュニケーションの向上など、生活する上での大きな可能性を拡げるものであり、外出困難な障がい者にとって、在宅就労は、自立への可能性を拓くものである。また、ＩＴステーション以外にこのような支援を行う施設はない。

	参考データ等
	考え方の詳細は別紙
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